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1． コア CPI 上昇率は前月と変わらず 

総務省が8月24日に公表した消費者物価指数によ

ると、18年 7月の消費者物価（全国、生鮮食品を除

く総合、以下コアCPI）は前年比0.8％（6月：同0.8％）

となり、上昇率は前月と変わらなかった。事前の市

場予想（QUICK集計：0.9％、当社予想も 0.9％）を

下回る結果であった。 

生鮮食品及びエネルギーを除く総合（コアコア

CPI）は前年比 0.3％（6 月：同 0.2％）と 5 ヵ月ぶ

りに前月から上昇率を高めた。生鮮食品が前年比

4.3％（6 月：同▲1.2％）と高めの伸びとなったた

め、総合は前年比 0.9％（6月：同 0.7％）と上昇率

が前月から 0.2ポイント拡大した。 

 

コア CPI の内訳をみると、ガス代（6 月：前年比 2.5％→7 月：同 2.6％）、灯油（6 月：前年比

20.5％→7 月：同 22.2％）、ガソリン（6 月：前年比 16.1％→7 月：同 16.8％）は上昇幅が拡大し

たが、電気代（6月：前年比 3.1％→7月：同 2.5％）の上昇幅が縮小したため、エネルギー価格の

上昇率は前年比 7.3％（6月：同 7.3％）となり、前月と変わらなかった。原油価格上昇に伴い燃料

費調整単価は上昇しているが、原発稼動を受けて関西電力が値下げを実施したことが全国の電気代

を押し下げた。 

また、7 月の東京都区部では家賃の上昇（6

月：前年比 0.0％→7 月：同 0.3％）が見られ

たが、全国では前年比▲0.2％と前月と変わら

なかった。 

一方、外食は前年比 1.0％と 6月の同 0.9％

から伸びを高めた。外食は原材料費や人件費

の上昇を反映し、17 年 8 月の前年比 0.1％か

らじわじわと上昇率を高めている。 
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総　　合 生鮮食品を 生鮮食品及び 食料（酒類除く）

除く総合 ｴﾈﾙｷﾞｰを除く 及びｴﾈﾙｷﾞｰを

総合 除く総合

17年 4月 0.4 0.3 0.0 ▲0.3
5月 0.4 0.4 0.0 ▲0.2
6月 0.4 0.4 0.0 ▲0.2
7月 0.4 0.5 0.1 ▲0.1
8月 0.7 0.7 0.2 0.0
9月 0.7 0.7 0.2 0.0

10月 0.2 0.8 0.2 0.0
11月 0.6 0.9 0.3 0.1
12月 1.0 0.9 0.3 0.1

18年 1月 1.4 0.9 0.4 0.1
2月 1.5 1.0 0.5 0.3
3月 1.1 0.9 0.5 0.3
4月 0.6 0.7 0.4 0.1
5月 0.7 0.7 0.3 0.1
6月 0.7 0.8 0.2 0.0
7月 0.9 0.8 0.3 0.0

(資料）総務省統計局「消費者物価指数」
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コア CPI上昇率を寄与度分解すると、エネルギーが 0.57％（6月：0.57％）、食料（生鮮食品を除

く）が 0.18％（6月：0.17％）、その他が 0.04％（6月：0.05％）であった。  

 

２．上昇品目数が減少 

消費者物価指数の調査対象 523 品目（生鮮食品を除く）を、前年に比べて上昇している品目と下

落している品目に分けてみると、7 月の上昇品目数 269品目（6 月は 273品目）、下落品目数は 187

品目（6月は 183品目）となり、上昇品目数

が前月から減少した。上昇品目数の割合は

51.4％（6 月は 52.2％）、下落品目数の割合

は 35.8％（6月は 35.0％）、「上昇品目割合」

－「下落品目割合」は 15.7％（6月は 17.2％）

であった。 

コア CPI上昇率はゼロ％台後半の推移が続

いているが、上昇品目数の割合は引き続き

50％を上回っているものの、18 年に入って

から減少傾向となっている。物価の基調は

徐々に弱まる方向にある。 

 

３．コア CPI の 1％到達が遠のく 

7 月のコアコア CPI は 5 ヵ月ぶりに伸びを高めたが、引き続きゼロ％台前半の低水準にとどまっ

ている。エネルギー価格は、原油価格上昇の影響が遅れて反映される電気代、ガス代を中心に 9月

までは伸びを高めるが、その後はガソリン、

灯油の上昇率が大きく低下することから、伸

び率の鈍化が見込まれる。 

基調的な物価上昇圧力が強まる兆しが見ら

れない中、円安、原油高がなければコア CPI

上昇率の 1％到達は難しい状況となってきた。 
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（注）消費税率引き上げの影響を除いている。
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